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岐阜アパレル産地の形成と海外進出行動
―戦後岐阜アパレル産地と海外進出―
The Development of the Post-War Gifu Apparel Cluster 
and its Overseas Activity 
	 	 	 根　岸　秀　行	 鈴　木　岩　行
	 	 	 Hideyuki	Negishi	 Iwayuki	Suzuki
?Abstract?
?The origin of the Gifu Apparel Cluster was a black market established by the post WW2 repatriates 
from Manchurian Area. They traded clothes illegally boldly, in some cases, violently. And when the post 
war economic control ended around 1950, many of them decided to continue their clothes business, 
formed their own business organization and extended their clothes trading area. The aim of our study is 
how their origin affected their business expansion all over Japan and overseas, and rapid development of 
their cluster and the new Apparel industry itself in Japan.
【キーワード】
引揚げ，アパレル，集積，縫製，海外進出
　本稿では，第二次大戦後，岐阜県岐阜市を中心
とする地域に新たに形成されたアパレル＝洋装既
製服の産業集積（以下，「岐阜アパレル産地」）に
ついて，これを研究する意義とその分析視角を提
示する。これを通じ，われわれが取り組む科研費
共同研究「新興産業集積と市場創出をめぐる動態
分析」の全体像を示すとともに研究の方向性につ
いて展望する（本稿末尾参照）。
1.　対象の特徴
　研究対象とする岐阜アパレル産地は，第二次大
戦後に形成された新興産地である。敗戦直後の
1947 年ころ〜 1950 年代にかけて大陸引揚者を中
心に岐阜駅前に古着取り扱いヤミ商人として集積
した。彼らはやがて既製服取扱い商人さらにアパ
レル製造卸問屋商人に転化し，叢生した縫製業者
らとともに岐阜市周辺に日本有数の新興アパレル
産地を形成した。この岐阜アパレル産地は，①戦
前に衣服を取り扱う中小企業群がこの地域（岐阜
駅前）に存在しなかった，②戦前には未成立で
あったアパレル（洋装既製服）商品を取り扱った
という 2 つの意味において「新興」であり，やが
て積極的な海外進出の尖兵となっていく（荻久
保・根岸，2003，根岸，1996）。
2.　歴史的経緯
　上記のプロセスにおいて注目されるのは，その
歴史的経緯（「経路依存」）である。岐阜アパレル
産地形成のプロセスの出発点は，第二次大戦の敗
戦を契機とする海外とくに旧「満州」を中心とす
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る地域からの引揚者にある。このとき，10 数名
の引揚者集団が岐阜駅前を不法占拠してバラック
を建設し，集住し，仲間を募りつつやむを得ざる
生業（なりわい）として戦後経済統制に違反する
古着ヤミ市「ハルピン街」を開いた。
　戦後経済統制が解除される 1950（昭和 25）年
150 余に膨張していた彼らはなおも岐阜駅前に踏
みとどまった。すなわち，岐阜市の区画整理に
よっていったん駅前から退転させられた直後から
駅前復帰を始めて営業を再開し，翌 1951 年 12 月
には洋装既製服を扱う「岐阜繊維問屋町連合会
（現・岐阜ファッション産業連合会）を結成し，
元ヤミ商人出自の人びとがその中核となった。問
屋町は外部から引揚とは無関係の人びとを吸収し
てさらに発展すると同時に，衣服製造を担う縫製
業者を周辺地域に作り出した（根岸，2016）。
　シュンペーターのいわゆる「企業者精神」をひ
くならば，上記のダイナミックな経営行動の行動
主体が引揚者中心のヤミ商人出自であったことを
看過し得ない。旧「満州」においていわば棄民さ
れた彼らの行動は，リーダー TS の言葉「我々は
――。金も持ってないし何もない。しかし，生活
しなくちゃならない。――国有林は国の物である
と同時に，非常の際のために国が備蓄してきたも
のである。この時にこそ，この資源は開放される
べきである。」にあるとおり（根岸，2016，p. 7），
時には国有林盗伐によるバラック建設を辞さぬほ
ど大胆で冒険的なものであった。
　しかし同時に，ヤミ市発の産地という特徴から
生まれた「安かろう悪かろう」という評判が，東
京など大都市市場・百貨店への進出の妨げとなっ
たことが，彼らのコメントに繰り返される（荻久
保・根岸，2003）。以上から，この岐阜アパレル
産地は，出発点であるハルピン街が発足した経済
統制期より，「革新」的行動を言わば運命づけら
れた産地であった。
3.　分析視角 1―新興産業集積
に関する研究動向から
　「地方間」「国際間」流通網・販路形成に関して
は，高岡美佳らによるアパレル卸売・小売業態
（高岡，2000）の経営史的研究，木下明浩のマー
ケティング視角からの研究（木下，2011），また
鍛島康子らの服飾史的研究がある（鍛島，2006）。
これら先行諸研究は，岐阜のような中小アパレル
メーカーを中核とする安価な日常衣料の新興産地
にも，そして日本の各地方で拡大しつつあった大
衆消費市場と産地をつなぐ流通機構にも，さほど
考慮しないまま進められてきた。従来の研究の対
象は，オンワードやレナウンなど，大都市に拠点
を置き，主に一流百貨店向けにやや高価な非日常
衣料を供給する大手企業の分析が中心であった。
　従来のアパレル産業研究は，百貨店向けの高級
ブランド戦略の導入や有力百貨店とアパレル問屋
の取引制度に収斂しがちであり，本研究のような，
安価な衣料を供給する産地商人（後のアパレル
メーカー）と「地方」（非「中央」）の販売先業者
（後の専門小売・卸，地方百貨店等）を結ぶ「地
方間」の流通組織の形成に関する研究は乏しい。
他方，当該産業企業の具体的活動の場である「地
域社会」の動向への目配りも不十分と言わざるを
得ない。さらに，岐阜産地が新商品アパレル（洋
装既製服）の中小企業集積として形成され安定的
取引関係を形成する過程は，「戦災都市」岐阜の
戦後復興期（1950-60 年代）にあたる。それゆえ，
他産地より比較的早く進行したといわれる岐阜ア
パレル企業の海外展開についても，この過程の延
長線上に位置づけられる必要がある。同産地アパ
レル企業の海外進出は 1960 年代後半（昭和 40 年
代前半）には既に労働力不足への対応を見越し，
先進国とともに東南アジア諸国への調査を開始し，
1970 年代（昭和 40 年代後半）からは韓国・台湾
を皮切りに海外取引を拡大した（上田，1992，p. 
117）。このような岐阜アパレル，および縫製メー
カーの早期の海外進出行動は，同産地の発祥時点
における経路依存との関係で解明される必要があ
るだろう。
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4.　分析視角 2―戦後復興と
戦災都市の集積形成
　前述の「地方」社会を重視する観点からしても，
橘川武郎の言う「産業集積が何故にそのタイミン
グでその地域社会に形成されたか」という集積形
成に至る動態分析は十分でない（橘川，2001）。
とくに第二次大戦直後というタイミングは，蘭信
三の指摘通り，敗戦で疲弊した日本（の地方社
会）が 700 万人に及ぶ引揚者（帰還移民）・復員
者を受容せざるを得なかった特殊な時期であり，
この点が追究されるべきである（蘭，2011）。し
かし彼らの帰還の経過そのものの研究史は分厚い
のに対し，戦後社会への再統合（受容と定着）過
程については「依然として大きな研究課題」とさ
れる（島村，2013）。岐阜市については，アパレ
ル産地としての成長が旧満州等からの引揚者集団
主導であったことは既述のとおり明らかであるが，
これと「戦災都市」（大規模被災地域）指定され
た岐阜市の復興過程＝引揚者の受容過程，産地形
成過程の統一的把握には至っていない。
　これを解明するに際し，次の〈概念図〉にも掲
げる通り，岐阜市の戦災復興の直接の担い手と
なった岐阜市当局など公的機関と岐阜アパレル業
界の当事者組織（「岐阜問屋町連合会」など）と
の関係は重要なカギとなろう。戦後の都市復興政
策と「問屋町」建設認可との関係，また，県繊維
試験場など公的機関の支援，元ヤミ市商人らの経
済団体や市議会等への参入のありかたも検討対象
となり得る。以上の検証を通じ，ヤミ市から出発
した中小企業集積が戦後の岐阜地域の社会・経済
に公的に組み込まれ，位置づけ（制度化）られ，
「産地」として岐阜市内・外で安定した取引関係
が可能となったメカニズムが明らかとなろう。
5.　分析視角 3―岐阜アパレル産地
（縫製）企業の海外進出
　日本企業の海外（再）進出は，1950 年代前半
（昭和 20 年代後半），資源を求めてインドへの進
出から始まった。これは資源を必要とする一部の
企業に過ぎなかった。1971（昭和 46）年ニクソ
ン（ドル）ショックによる円切り上げ（1 ドル＝
360 円から 308 円）があり，翌 1972 年は日本企
業の海外進出元年と呼ばれたほど海外進出が増加
したが，高度経済成長による人手不足も大きく影
響した（小林，2000）。
　岐阜県のアパレル企業の海外進出は韓国から始
めた企業が多い，1970 年代前半の韓国の人件費
は日本の 6 分の 1 程度であった。アパレル企業の
一角を占める縫製業を見ると，早くも 1970 年に
サンテイ（当時の社長・常川公夫）が韓国に進出
した。技術的に日本人と遜色なく，賃金が低い分，
利益が出ると考え，韓国工場に生産を委託した。
しかし，韓国工場がサンテイの得意先に直販した
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ことに加え石油ショックも重なり，1974 年韓国
から撤退した。代わりに 1975 年，九州に 3 工場
を開設した（正木，1995）。岐阜での人手不足は
深刻化し，小島衣料（当時の社長・小島正憲）は
工場に洋裁学校を併設して従業員を募集した。
1985 年のプラザ合意後の急速な円高の下，アジ
ア諸国での生産コストは割安となり，海外進出を
行う企業が増えた。一方で，NIES 諸国の経済発
展は，物価上昇，人件費の高騰をもたらした。特
に，韓国は 1987 年大統領選挙でのノ・テウ大統
領候補（のちの大統領）による民主化宣言により，
労働運動が解禁され，翌年のソウルオリンピック
頃から物価上昇，人件費の高騰に加え，労働争議
が増加した。韓国では，これらの原因により生産
に障害が出てきたため，多くの企業が海外におけ
る生産拠点を中国へと移し始めた。89 年，小島
衣料は韓国進出するも人手不足による人件費高騰
で撤退した（小島，1997。労働争議による日本企
業の撤退に関しては，深田，1988 と 1990 に詳し
い）。1980 年代後半の中国は改革・開放政策が開
始されて，まだ 10 年も経っておらず，中国での
生産についての情報は，全くない状況であった。
海外で生産を開始する場合，それぞれの国につい
ての情報を得る必要がある。そのため，多くの場
合，先行して海外に進出しているアパレル企業や
縫製企業から情報を得，委託生産などを行う相手
先企業を探す。岐阜県関市の縫製企業で先行企業
の役割を果たしたのが，前述のサンテイであった。
社長の常川公夫は，1984 年中国視察時に中国人
は縫製業に有望と感じた。1986 年，湖北省黄石
に中国側と合弁でミレヤ公司を開業したのが関市
縫製企業の中国生産第１号であった。以下，常川
の紹介で続々と中国側と合弁で開業した。87 年
上海香花橋公司（日本側サンテイ，大須賀，以下
同様），88 年南通時装公司（サンテイ，桜井，三
輪），90 年（黄石）美島公司（小島衣料），91 年
昆山公司（バーミー縫業。同社社長の山田はかつ
て岐阜ヤミ市で衣服を販売した経験を持つ）。他
多数縫製企業が進出し，上海に関縫製日中友好協
会（SSC 会）が設立された（正木，1995）。常川
の紹介で岐阜県の縫製企業が中国側と合弁で開業
したことは，藤吉氏からの聴き取りでも確認した
（鈴木，1994）。岐阜県のアパレル・縫製企業が
続々と中国へ進出したことは「洪水のよう」と評
されるほどであった（藤井，2004）。
6.　展　　　望
　岐阜アパレル産地の形成を分析する際に重要な
のは，橘川の指摘する通り〈集積の成立経緯〉で
ある。ヤミ市出自というその際立つ特徴は，その
後の同産地に対する地域内外の評価をある意味で
刻印した。いま一つの特徴として，岐阜産地アパ
レル・縫製企業の先行的な海外進出は明らかであ
り，これら 2 つの関係性のあり方が，同産地の動
向および産地企業のその後の行動に大きな影響を
もたらしたものと展望される。
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